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矛盾を露呈し始めた
香港の「一国二制度」構想
―香港の抗議運動で暴徒化する若者の政治的背景―
中　園　和　仁
　　　はじめに
　　　１、「一国二制度」構想に込められた中国の狙い
　　　２、「国家安全条例」の導入と 50 万人抗議デモ
　　　３、行政長官普通選挙実施要求と「雨傘革命」
　　　４、中央政府の締め付けと勢いを増す香港独立勢力
　　　結びに代えて
はじめに
　「逃亡犯条例」改正案の導入を契機として、2019 年 6 月から香港で 200 万
人の大規模デモが発生した。一部の若者は暴徒化し、8 ヶ月以上にわたって
警察機動隊との衝突が繰り返され、香港を大混乱に陥れている。親中国系と
見なされた商店や、中国銀行、地下鉄や鉄道、バスなどの交通機関が過激な
学生や若者たち攻撃対象となり、道路が封鎖されたため交通網は遮断され、
香港経済にも大きなダメージを与えている。
　実は、香港での大規模な反政府デモは今回が初めてではない。1997 年に
香港が英国から中国に返還された後、2003 年に「国家安全条例」の導入に
反対する 50 万人の大規模デモが発生した。次いで 2014 年には、行政長官普
通選挙の実施を求めて、政府庁舎、立法会前で 79 日間にわたる座り込みが
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行われた。これが「中環占拠」(Occupy Central)、あるいは「雨傘革命」と
呼ばれる政治運動である。そして、今回が三度目の大規模反政府デモであり、
暴徒化した学生や若者が警官隊と激しく衝突している。
　伝統的に香港のデモは請願行進という形で、平和裏に整然と行われてきた。
1989 年に中国で起きた「天安門事件」追悼集会も、返還後毎年 6 月 4 日に
実施されてきたが、秩序は保たれ、混乱が起きることはなかった。また、返
還後最初に起きた 2003 年の大規模デモにおいても、立法会に近づこうとす
るデモ隊と、それを阻止しようとする警察との間に小競り合いはあったもの
の、暴力沙汰は生じなかった。
　しかし、2014 年「雨傘革命」では、その名が示すように警察が使用する
催涙スプレーや放水に対して学生たちが雨傘で対抗し、一部の若者が立法会
を襲撃し、警官隊との衝突が起きた。それに続いて、2016 年若者が警官隊
を襲撃し、警察側に多数の負傷者を出す「旺角暴動」が起こった。そして、
今回の抗議デモは「勇武派」と呼ばれる若者がデモの最前線で警官隊と衝突
し、主導的な役割を果たすようになり、交通機関を遮断するなど暴力行為は
さらにエスカレートし、市民生活を麻痺状態に陥れた。
　それでは、若者が暴力に訴えてもその要求を実現しようとする行為はどの
ような背景の下で生まれたのだろうか。香港の憲法に当たる基本法第5条は、
「1997 年の返還後、大陸の社会主義制度は香港では実施されない。また、香
港の資本主義制度は50年間保証される」と明記している。しかし、2047以降、
香港特別行政区の政治制度がどのようになるかについて、「基本法」には全
く規定がない。その頃、今の若者は 40 代から 50 代の働き盛りの年代に達し
ており、不透明感が若者の将来への不安を増幅させる原因となっており、彼
らを自暴自棄の暴力的抗議活動へと駆り立てている 1。
　1989 年の「天安門事件」の後、当時の江沢民国家主席は、「中国は香港に
中国の政治制度を強要しないが、香港も中国の政治に干渉するべきではない」
と述べたが、香港返還直後は、中央政府は香港人および海外の投資家を安心
1　Beijing should clarify what happens to Hong Kong after 2047, to ease the fear and uncertainty, 
South China Morning Post, South China Morning Post, Nov. 4, 2019.
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させ、香港の「繁栄と安定」を維持するために、「一国二制度」の「一つの中国」
よりも「二つの異なる制度」の方を重視する姿勢を見せた。しかし、中国に
返還され、中国の「特別行政区」となってからは、徐々に香港の人々の意識
にも変化が生じ、かつての英国植民地統治時代のように、政治に無関心では
なくなった。返還時、中国が香港の人々に約束した「一国二制度」構想をめ
ぐって、返還後 20 数年が経過するうちに、中国と香港との間に次第に認識
のギャップが表面化してきたのである。
　特に、2014 年の「占中」運動の結果、香港の「自決権」や「独立」と行っ
た過激な主張をする若者が出現し、彼らは自らのアイデンティティを中国人
ではなく、「香港人」と見なすようになってきた。香港の人々の意識の急激
な変化に呼応するかのように、中国の姿勢も次第に硬化し、「一国二制度」
の重点は、「二制度」（「港人治港」、「高度の自治」）から、「一国」（国家安全、
愛国主義）に移ってきた。
　返還後の流れを俯瞰すると、返還後、中央は「一国二制度」の「一国」よ
りも「二制度」の方を強調してきた感があった。しかし、「二制度」から、「一国」
に重点が移る最初の転換点は、2003 年 7 月の香港返還 6 周年記念で発生し
た「国家安全条例」の導入に反対する 50 万人デモの前後である。また、第
2の転換点は、2014 年 9 月、公正な行政長官直接選挙を要求する学生デモ「雨
傘革命」である。そして、第３の転換点は、2019 年 6 月の「逃亡犯移送条
例改正案」に反対する大規模デモと、香港社会を麻痺させるほどの警官隊と
の暴力的衝突であると考えられる。
１、「一国二制度」構想に込められた中国政府の狙い
　そもそも、中国はなぜ香港を中国の特別行政区とし、香港に中国本土とは
異なる「一国二制度」構想を適用したのだろうか。香港が英国から中国に返
還されたのは、1997 年 7 月 1 日である。中英間の交渉の結果、「新界」の借
期限（99 年）切れと同時に、「割譲地」香港・九龍を含む香港全土が中国に
返還されることになった。香港は英国の「植民地」（正しくは属領）から、
（213）
武蔵野法学第 12 号
239
中国の中の「特別行政区」となった。
　香港の憲法に当たる「香港基本法」の規定により、「特別行政区」は中国
本土とは異なり、「港人治港」（香港人が香港を治める）を認められ、外交と
国防を除く「高度の自治」を享受することになった。いわゆる中国の「一国
二制度」構想である。これはまさに香港が英国統治時代の国際金融都市・国
際貿易港としての機能を失うことなく、「繁栄と安定」を維持したまま中国
の主権下に復帰させるための方策であった。中国にとって、香港の繁栄の要
である資本家が香港から出ていくことがないようにすることに最大の狙いが
あった。
　また、1997 年の英国から中国への香港返還は、逆に中国からすれば、返
還というより香港を回収し、中国の国家統一を一歩先に進める意味があった。
中国の最終目標は台湾の統一であり、それが実現して初めて中国の国家統一
は完成する。この「一国二制度」構想は台湾を武力解放せず、平和的に統一
するために考え出されたものでもある。「香港基本法」は中国の改革開放初
期に誕生したが、鄧小平ら同世代の指導者たちは台湾統一の問題を解決する
ための戦略的枠組みを香港問題に積極的に適用しようとした。
　新華社通信香港支社副秘書長黄文放は、1979 年時点で中国がどのように
香港問題に対応したか、その回想録で次のような事実を明らかにしている。
　「当時の最高指導者鄧小平が英外相キャリントンと会った際、香港につい
ての中国の姿勢を明らかにするよう迫られて、『私は香港問題についてそれ
以上述べることはない』と答えた。この会談の直後に、鄧は共産党のメンバー
への内部通達で、『香港問題はすでに議題に上った。我々は明確な政策と姿
勢を保持しなければならない』と述べて、関連部門にその準備を促した。ま
た、香港の主権回復は実際には台湾の再統一を狙ったものであり、鄧小平は、
『香港に対する政策は台湾に対する政策から導き出される。『一国二制度』構
想は最終的には台湾に適用されるが、最初香港で試される 2。』」
　1982 年 11 月に、廖承志香港マカオ弁公室主任は香港からの代表団に対し
2　Wong Man Fong, “China’s Resumption of Sovereignty over Hong Kong,” The David C. 
Lam Institute for East-West Studies, Hong Kong Baptist University, pp.3-12, pp.37-38
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て、返還後の香港に対する中国政府の政策として、「港人治港」（香港人が香
港を治める）というスローガンを公にしていた。この「港人」とは、香港に
住む中国系住民を意味するが、この当時、香港政策を指導していた中国の最
高指導者鄧小平は「港人治港」を次のように説明している。
　「鄧小平が再三にわたって述べてきたのは、香港では中国共産党の四つの
原則（社会主義の道、プロレタリアート独裁、共産党の指導、マルクス・レー
ニン主義、毛沢東思想の堅持）を実行しないということだった。この原則の
下での「港人治港」とは、資本主義制度を変えないという前提での『港人治
港』であり、労働者階級ではなく資産階級を中心とした政権下での『港人治
港』であり、むろん、北京から派遣された役人の『京人治港』であってもな
らなかった 3。」
　中国政府は香港のビジネス・エリートに巨大な政治的特権を付与するとい
うイギリスの植民地的伝統を引き継いだ。返還後の香港の政権は資産階級を
中心とした政権であることが最初から既定路線であった。したがって、初代
行政長官は大半が財界の代表で占められる 400 名の「選挙委員会」により、
大手海運会社会長の董建華が圧倒的多数の支持を受けて当選した。まさに、
「港人治港」ならぬ「商人治港」（資本家が香港を治める）であった。中国政
府は香港の祖国に対する最大の貢献は、経済上のものであり、かつ非政治上
のものであると考える。資本家は香港の経済繁栄の最も重要な柱であり、し
たがって、香港返還後、一定の民主化が進展する中でも、資本家の信頼を勝
ち取り、資本を逃避させないようにすることが肝要であった。
　また、「共同声明」のなかの「香港特別行政区立法機関は選挙を通じて選
出される」という１節に関しては、中英交渉の中国側の責任者であった姫鵬
飛が、「選挙だけでなく、協議の 2 文字も付け加えておくべきだった。イギ
リスの企みに対して我々は警戒心が足りなかった」とも語っている 4。この 1
節をめぐって、返還までの過渡期に香港の政治制度改革、すなわち民主化を
めぐる中英間の激しい対立に発展したし、返還後も行政長官、および立法会
3　許家屯著、『許家屯香港回憶録（上）』、香港聯合叢書、1983 年、120-121 頁
4　許家屯、前掲著、185 頁
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の二つの普通選挙をいつ、どのような形で実施するかが香港で最大の争点と
なってきた。この問題は現在に至るまで尾を引き、中国、および中国政府に
任命された行政長官を初めとする香港特区政府、および親中派と香港の伝統
民主派、および中国政府に真っ向から反旗を翻す若者との間の激しい対立と
なっている。
　ところで、返還後の香港、中国側からすれば回収後の香港に、中国政府は
どのような政治制度を創設しようとしたのか、中国政府の立場を擁護する以
下の議論から見てみよう。
　「『一国二制度』の原則の下、香港は『高度の自治権』を有する。したがっ
て、内地の人民代表大会の制度、および関連する選挙制度は香港では実施せ
ず、香港は自らに適合する選挙制度を獲得する権利を得る。このような要求、
および香港の安定と繁栄の維持という大前提の下で、これまで実行してきた
有効な制度は当然保持すべきである。『行政主導』の政治制度は保留し、引
き続き実施することができる。西側資本主義国の三権分立、すなわち独裁を
防ぐためにチェック・アンド・バランス機能を持たせる制度は適切な選択で
はない。」
　「同時に、社会各層の利益に配慮し、商工業者の経営の成果を保護するた
めに、特区立法会の選挙制度は比例代表制を採用し、現有の政治制度の長所
である職能代表別選挙制度を保留した。立法会は各階層の代表を有し、1 つ
の特別利益団体に操作されないようにしなければならない。職能代表の存在
は社会に富裕な人材を造り、経営者を保護することができる。また、民主制
度を発展させるには、香港の繁栄と安定を保持する必要があり、現有制度を
大幅に改変することはできない。政治制度発展の歩みは香港の実際状況と要
求に符合するように、適切にゆっくり前進しなければならない。」
　「直接選挙、間接選挙、比例代表制はすべて民主制の構成部分であり、間
接選挙、職能代表別選挙を含む選挙制度は民主制度ではないなどと主張する
ことはできない。したがって、1997 年以降、香港が多様な選挙方法を組み
合わせて実行し、順を追って漸進する完全な制度は必須である 5。」
5　范振汝著『香港特別行政区的選挙制度』三聯書店（香港）有限公司、2006 年、59-60 頁。
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　現在、香港特別行政区では基本法の規定に従って、英国植民統治時代から
の「行政主導」の政治体制を継承する法律が施行されている。政治権力が行
政長官や行政機関に集中することは、香港をコントロール下に置きたい中国
政府にとって、比較的安全なやり方である。中央政府は直接選挙で選出され
た議員を一貫して警戒しており、一旦彼らが政権を掌握すれば、社会福祉の
拡大に繋がる恐れがあるとも考える。香港の伝統である「レッセ・フェール
（自由放任）」の資本主義制度を守ることが最優の課題である。中央政府は香
港市民の付託を受けた民主的な政府ではなく、終始効率の高い「行政主導」
を原則とする政府が、過去に香港が成功した理由だと見なしている。
　「行政主導」の政治制度を保留する手段としては、「港人治港」ではなく、
財界と親中派からなる香港を統治・管理する一つの同盟である「商人治港」
が実行される。財界代表を主体とする「選挙委員会」によって行政長官を選
出するとともに、職能別代表選挙を利用して財界が立法会での議席を十分獲
得できるよう工夫されている。基本法付属文書 2 には、「立法会議員個人の
提出の議案、法案および政府法案に対する改正案は、いずれも職能団体によっ
て選出される議員および各区の直接選挙と選挙委員会によって選出される議
員の二つの部分の会議出席議員のそれぞれ過半数による可決を経なければな
らない」と規定されており、立法会の力が弱められている。
　また、比例代表制選挙、すなわち間接選挙制度を保持することで、香港の
民主化のペースを制御しようとする。中央政府が香港に関与する空間と「商
人治港」を確保する必要があり、香港に全面的な民主制度が出現しないよう
にしなければならない。香港の「政党政治」の発展を妨害し、執政党が出現
する機会を低減することが中央政府の目標である。中央政府にとって、大衆
の支持を受け社会に深く根ざす支配政党はコントロールするのが難しく、香
港で大衆を動員する能力を持ち、中央政府と対決することができるようなポ
ピュリストの指導者を誕生させることになると常に警戒している。
　「行政主導」のシステムを機能させるために、香港返還後の立法会の議席
構成、および選挙結果は実際に以下のように推移してきた。返還後の立法
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会議席構成は、「1 人 1 票」の直接選挙では民主派が親中化を上回るものの、
操作可能な間接選挙である職能代表選挙では、財界を含む親中派が民主派を
圧倒するため、親中派が立法会で過半数を占めやすい形になっている。
                                                                         6
                                                                         6
　他方、中国は返還当初は、香港に干渉するつもりはないという慎重な姿勢
をとってきた。基本法 22 条には、「中央政府所属の各部門は、香港特別行政
区が基本法基づいて自ら管理する事務に介入してはならない」と規定されて
6　曹旭東著、『香港政党輿両性政治』、三聯書店（香港）有限公司、2016 年、129-133 頁を参考に
自ら作成。
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表１ 立法会議席構成（ －  年）
年度 直接選挙 職能代表選挙 選挙委員会 合計
表２ 立法会民主派・親中派別議席数
年・（議席） 党派 直接 職能代表 選挙委 区議会 合計
） 民主派 ―
親中派 ―
民主派 ―
親中派 ―
民主派 ― ―
親中派 ― ―
民主派 ― ―
親中派 ― ―
無所属 ― ―
民主派 ―
親中派 ―
無所属 ―
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おり、中央政府の出先機関である中央連絡弁公室（中聯辨）と特区政府とは
従属関係にはないとし、公式的には両者がお互いに連携するのを厳禁した。
　1989 年の天安門事件の後、江沢民前国家主席は、「北京は香港に社会主義
を押し付けることはないが、香港も中国の政治に干渉すべきではない」と述
べたが、このときに使われた言葉が、「河水不犯井水」（川の水は井戸の水を
侵さず）である。当時は、逆に北京の方が、香港が中国政府を転覆するため
の基地として使用されることに深刻な懸念を抱いていた。
　さらに、中国は「港人治港」の原則を誠実に守っているとの印象を与えた
いとも考えていた 1990 年代初めから香港に対する中国の主権回復に携わり、
返還後も数年間香港問題に責任を負っていたのが、銭其琛副首相である。こ
の時期、北京は「非介入政策」をとり、香港政府が内部事務を遂行する際の
フリー・ハンドを認めていた。ところが、返還後 5 年を経過した頃から、中
国の姿勢に変化が現れる。
２、「国家安全条例」の導入と 50 万人抗議デモ
　返還後の「一国二制度」の重点が「一国」に移動する第 1 の転換点は、
2003 年 7 月 1 日の香港返還 6 周年記念で、「国家安全条例」の導入に反対す
る 50 万人デモの前後の動きである。中国の香港に対する寛容な姿勢は「基
本法 23 条立法化」問題を契機として、大きく変化する。
　1950 年代以降、香港は周辺地域の経済危機の影響をほぼ免れてきており、
最初、董建華政権も香港がアジア金融危機の影響を受けることはないと考え
ていたが、予想に反して香港の株式、および不動産価格が暴落し始めた。返
還前の経済予測に反して、中央政府も政府の役割を最小限にした開かれた経
済である「小さな政府」を迅速に救済する方法を見つけられなかった。返還
直後の 1998 年に、香港新政府は 1950 年代以来、GDP を成長させることに
初めて失敗した。アジア金融危機の結果、翌 99 年、董建華行政長官は植民
地のレッセ・フェールからの決別を決めた。政府の土地と財政の支援により、
「シリコンバレー」のビジネスモデルを取り込み、26 ヘクタールの用地を開
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発することを決定した。しかし、この「サイバーポート」計画には董のビジ
ネス仲間が深く関わっており、香港市民から身びいきの最たる政策として厳
しい非難を浴びた 7。
　香港市民は「港人治港」の政府であるはずの董建華政権が示した景気後退
に対するリーダーシップの欠如、そしてその無策ぶりに失望した。政府が実
施した世論調査では、特区政府に対する満足度は 1983 年実施以来、過去最
低のレベルにまで低下した。2003 年７月１日、新型肺炎 (SARS) 危機、経済
の低迷、そして政府が推進した「基本法 23 条立法化」問題の結果、累積し
ていた市民の怒りが爆発した。それまで政治に無関心とされた市民が、普通
選挙を早期に勝ち取るといった政治議題も加わって、五十万人抗議デモを引
き起こした。
　事の始まりは、銭其琛副首相による「指示」である。香港特別行政区成立
5 周年記念の前夜、銭はマスコミによるインタビューの機会を利用して、特
区の将来の任務について、2 つの指示を表明した。1 つは、これまで着手さ
れてこなかった「基本法 23 条の具体的立法化」を催促するものであり、も
う 1 つは、2007 年以降の香港の民主化に制限を設けるものであった。銭副
首相は香港の選挙制度に言及し、「職能代表別選挙の枠組みは残すべきであ
り、民主主義の発展を急いではならず、1 歩 1 歩進めていくべきだ」と香港
の普通選挙要求の声を牽制した 8。 
　この銭の 2 つの「指示」は、中国が約束した「一国二制度」構想の「二制
度」より「一国」の方に重点を移す方針を明確に打ち出したものである。す
なわち、中国の「国家安全」を優先する一方で、香港が一人歩きをする危険
性のある民主化を抑制するものでもあった。そもそも、「基本法 23 条の立法
化」、すなわち国家安全条例の制定は、返還前からの懸案事項であり、多方
面から関心が寄せられていた。そもそも基本法 23 条は、1989 年の「天安門
7　Leo F. Goodstadt,” Uneasy Partners, The Conflict Between Public Interest and Private Profit 
in Hong Kong, Hong Kong University Press, 2005, p. ⅶ
Op. cit., “Uneasy Partners,” p. ix
8　「銭其琛的『指示』和香港的反応」、信報、2002 年 6 月 28 日
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事件」の際に、北京の学生の民主化要求を支持した香港に恐怖を感じた中国
政府が、将来香港が中国政府転覆の基地になるのではないかと恐れて導入し
た条文である。しかし、この条文の立法化は、中国政府が香港に「高度の自
治」を約束したこともあって、香港政府の手に委ねられた。
　ちなみに、基本法 23 条には、次のように規定されている。「香港特別区は
反逆、国家分裂、反乱扇動、中央人民政府転覆、国家機密窃取のいかなる行
為をも禁止し、外国の政治組織、または団体の香港特別行政区政府における
政治活動を禁止し、香港特別行政区の政治組織または団体の、外国の政治組
織または団体との関係樹立を禁止する法律を自ら制定しなければならない。」
　返還直後は、国際的な関心が香港に集中しており、董政権はこの基本法
23 条立法化に着手せず、事実上棚上げにしてきた。しかし、返還から 5 年
が経ち、2 期目の董建華政権が発足する直前に、銭其琛副首相が「基本法 23
条の立法化」を促した。この銭「指示」の背景には、1999 年から 2002 年に
かけて、法輪功問題を契機とする「邪教法」の制定をめぐる争議が起こった
が、特区政府が内外からの反対の声が上がる中で、この法案を取り下げてい
たことへの危機感がある。銭副首相の「指示」により、董政権は「国家安全
条例」の制定へ向けて動き出した。
　2002 年 9 月 24 日、特区政府は基本法 23 条の実施に関する諮問案を発表
した。これが 23 条立法化についての大規模な争議の幕開けとなった 9。当時
の保安局長葉劉淑儀が記者会見を開き、基本法 23 条諮問案を発表した。国
家を分裂させ、中央政府を転覆するなどの国家の安全に危害を加える 7 項目
の行為を禁止すべきであるとして、「基本法」23 条が規定する立法化の提案
を行った 10。
　立法の主要な目標は、諮問案に「我々は香港特区が内地の策動を支援し、
内地の転覆活動の基地に向けて利用されることがないようにしなければなら
ない」とあるように、香港が中央政府を転覆するための基地になることを防
ぐ狙いがあった。
9　呉靄儀著、『23 条日誌』、臺出版有限公司、2004 年 7 月、序文
10　明報編集部、『走過 20 年　香港回帰 20 年故事』、明報 2017 年 9 月
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　政府の「国家安全条例」の動きに呼応して、12 月 15 日には、民主派政党、
民主活動団体、キリスト教団体などの反対派が、デモを決行し、主催者側発
表によると、6万人が参加した。そして、諮問期間終了の前日の 12 月 22 日、
今度は民建連、自由党、商工団体などの親中派が、逆に立法化賛成の集会を
開いた。こうして、香港社会は「国家安全条例」の導入をめぐって、2 つに
分裂した。
　そして、香港返還 6 周年記念の 7 月 1 日午後、国家安全法案に反対する
50 万人規模の市民がデモ行進を行った。これは「天安門事件」の際の 100
万人デモ以来の大規模抗議デモであり、返還後、中国の懐に入り、政治に興
味を失ったと見られていた香港市民の予想外の行動であった。経済協力協定
調印(SEPA)を手土産に香港を訪問し、午前中記念式典の演説で「一国二制度」
は不変であることを強調して、帰国の途に着いた温家宝首相は面子を失う形
となった。
　しかし、大規模反対デモの衝撃を受けて、7 月 6 日、政府の修正案が提示
されたにもかかわらず、田北俊自由党主席は法案の審議時間がもっと必要で
あると主張し、行政会議を辞職するという予想外の行動に出た。これが国家
安全条例導入の流れを大きく変えることになり、いわゆる親中派「執政連盟」
は瓦解の危機に瀕し、董建華行政長官は窮地に陥った 11。　法案提出予定の 7
月 9 日夜には、抗議集会で、5 万人の群衆が立法会議事堂の周囲を囲み、混
乱は続いた。
　そして、7 月 16 日には、国家安全条例制定の責任者である葉劉淑儀保安
局長が辞任に追い込まれ、数時間後、「脱税疑惑」の梁錦松財政長官も辞任
するに至った。董行政長官は、「高官問責制」を導入しながらも、これまで
2 人を庇ってきた。そして、董行政長官と「執政連盟」を組んでいた自由党
の八票が法案反対に回ったため、最終的に政府は過半数を維持できなくなり、
法案の採決延期を余儀なくされた。
　2003 年 9 月 5 日には、董建華行政長官は追い込まれて、国家安全条例の
11　呉靄儀、前掲書、109 頁。
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導入を延期することを決定した。返還後、特区政府が採用してきた「行政主
導」の手法は、危機にさらされた。中央が香港に自治権を与え、経済的優遇
措置をとっても、回帰の時と同じような香港の人々の心理や政治的忠誠をい
まだに獲得できていないことの証拠でもあった。
　中央の指導者、胡錦涛国家主席と温家宝首相のこのデモに対する反応は極
めて慎重なものであったが、最終的に 23 条法案は撤回を余儀なくされ、董
建華行政長官の香港の統治能力が疑問視されるようになる。そこで、中央政
府は大規模デモの原因を香港の不況に求め、本格的な香港企業支援に乗り出
した。香港市民の民主化要求を押さえ込むための経済カードとして、大陸南
部九つの省に香港とマカオを加えた経済圏を創設しようとするための「9 ＋
2」会議を組織した。
　2003 年の「7・1」デモは中央の香港に対するいわゆる「忠誠の仮設」を
完全に粉砕した。返還以来、平和的でビジネス志向のように見えた香港人が、
中央が後押しする基本法上の立法化目標に対して、突然街頭に出て反対のデ
モ行進を行ったのである。「7・1」大抗議デモは香港社会運動がまさに動き
始めたことを示していた。この大規模デモは特区政府の国家安全条例立法化
の進行を阻止し、国家安全事項上の中央の香港人の義務約束、すなわち「23
条立法化」を間接的に否定することになった 12。この香港の街頭政治が発端
となり、中央の譲歩を引き出すという新たな流れとなり、2014 年の「雨傘
運動」へと引き継がれ発展していった。
　一方、中聯辨は、在香港の中央監視組織であるが、50 万人デモに対しては、
いち早く「香港回帰、人心未回帰」という結論を出した。「香港の回帰は法
理上の回帰に過ぎず、政治上の回帰ではなく、さらには人心上の回帰でもな
い。香港人は長年殖民地主義の影響を受け、国家の観念がないのが原因であ
る」というものである。「実は、街頭デモは、根本的に反中央ではなく、葉
劉淑儀元保安局長官の強引なやり方への不満でもない。50 万人デモの責任
は『人心未回帰』に尽きる」とした。これは、反政府デモが香港と帝国主義
12　田飛龍、前掲書、84 － 85 頁。
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勢力が結託した動きであると見なしていた中央の考え方に迎合し、他方で、
「23 条立法化それ自体に問題があるわけではない」と独断した。
　一方、2003 年の 7 月 1 日の 50 万人デモで、群衆が要求したのは「国家安
全条例」の撤廃とともに、行政長官選挙、立法会選挙の「普通選挙」実施要
求であった。香港では、この 50 万人デモの前後、行政長官、および立法会
の選出に関して、普通選挙を求める声が急速に高まっており、特に若者の大
部分が直接選挙を望んでいた。
　2 月に、香港カトリック教会が行った世論調査によると、14 歳から 24 歳
の世代の約 90％が行政長官選挙に普通選挙を導入することに賛成し、約
94％が 2008 年の立法会選挙で普通選挙を実施することに賛成であった。
2004 年元旦には、10 万に上る群衆が通りに押し寄せ、「2007 年の行政長官
普通選挙」と「2008 年の立法会普通選挙」の実施を求めた。
　また、2004 年 3 月の中文大学の民意調査によると、香港住民の 68.7％が
2007 年の行政長官選挙を直接選挙で行うことを要求し、78，6％が 2008 年
の立法会選挙を直接選挙で行うことを要求している。前年 12 月の香港大学
の調査でも、ほぼ同じような結果が出た。また、別の世論調査でも、香港住
民の 88％が政治制度改革を要求し、81％が行政長官を直選挙で選ぶことを
支持している 13。
　香港の普通選挙の実施については、基本法 45 条に、「行政長官の選出方法
は、香港特別行政区の実情および順序を追って漸進するという原則に基づい
て規定し、最終的な目標は広範な代表制を持つ指名委員会が民主的手続きを
踏んで指名して後、普通選挙で選出される」と規定されている。また、68
条には、同様に「立法会の選出方法は、香港特別行政区の実際の状況に合わせ、
順を追って着実に進めるという原則に基づいて規定し、最終的には全議員が
普通選挙によって選出される目標を達成する」とし、付属文書Ⅱで、「返還
後の第1期立法会の60議席のうち、20議席を直接選挙で、第2期には24議席、
第 3 期には 30 議席にし、以後漸進的にすべて普通選挙を実施する」と規定
13　拙稿、「『一国二制度』下の鳥籠民主」海外事情（拓殖大学海外事情研究所）、2005 年 1 月号、25 頁。
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されている。
　このように、基本法には行政長官、および立法会の選挙は、最終的には普
通選挙で実施すると明記してあるにもかかわらず、その時期、および実施方
法については何も述べられていなかった。そのため、2007年の行政長官選挙、
および 4 期目に当たる 2008 年の立法会選挙については、普通選挙を実施で
きる可能性が生まれるため、その期待が香港市民の間にも高まっていた。
　香港の普通選挙要求の高まりと圧力を受けて、2004 年 4 月 15 日、董建華
行政長官は全人代に報告書を提出し、2007 年の行政長官の選挙方法 2008 年
の立法会の選挙方法の改正が必要かどうかの判断を仰ぐに至った。本来、こ
れは香港の政治制度改革の第一歩であったが、董建華は報告の中で具体的な
選挙方法を提示しなかった。
　逆に、新法案を制定する際の考慮すべきいくつかの点を提示した。第 1に、
中央と地方の関係に考慮を払うべきであり、第 2 に、香港の政治社会動向を
全面的に考慮するべきであり、第 3 に社会各層の利益を考慮すべきであると
した。これが意味するのは、立法会の職能代表選挙を残すということであり、
「2008 年に全議席直接選挙を実施しない」と述べたに等しかった。
　そして、2004 年 4 月 26 日、中国の全国人民代表大会はついに香港市民の
普通選挙要求に対して、基本法の「解釈権」を根拠として、2007 年の行政長官、
および2008年の立法会に普通選挙を導入しないことを決定した 14。この決定
が 2007 年と 2008 年の香港市民の 2 つの普通選挙要求に冷水を浴びせ、香港
の政治制度改革の流れを完全に抑えた。
　その後、50 万人大規模デモの後数年が経ち、中央政府の経済支援もあって、
香港の経済は徐々に好転し、「国家安全条例」導入時の住民の怒りも次第に
収まっていった。この間、2005 年 3 月、董建華の辞職を受けて、補欠選挙
が行われた。董政権の政務長官であった曾陰権候補が 700 名以上の指名を獲
得したため、無投票で当選した。民主派から初めて李永達民主党主席が立候
補したが、70 数名の選挙委員の指名しか得られず出馬できなかった。
14　谷飛侠「中共罔顧民意否決普選」争鳴、2004 年 5 月号、62 頁。
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　そして、2007 年 3 月 25 日の第 3 期行政長官選挙では、民主派が求めた普
通選挙は実現しなかったものの、公民党の梁家傑立法会議員が出馬し、132
票の指名を獲得し、出馬資格を得た。2006 年 3 月に、公民党が誕生したが、
党の前身は「45 条関注組」と呼ばれる政治団体で、行政長官選挙の方法に
ついて規定している基本法 45 条から採った名称である。つまり、行政長官
選挙に強い関心を示していた政党からの出馬が実現したことになる。
　しかし、結果は予想通り、中央政府が推す曾陰権が 641 票を獲得して、
圧倒的勝利を収めた。一方、それまでできなかった行政長官選挙で対抗馬
を出すことに成功したことは、民主派にとって一つの突破口を開くことを
意味した 15。
　行政長官、および立法会普通選挙の早期実施要求が香港の中で高まる中で、
曾陰権は行政長官選挙の期間中、当選すれば 5 年の任期内に「普通選挙問題
を徹底的に解決する」と述べてきた。しかし、彼が当選直後に北京で委任状
を受けた際、中央の姿勢が明らかにされた。温家宝首相は曾陰権の「民生を
改善し、調和を創建し、民主を促進する」という三つの公約を賞賛したが、
胡錦涛国家主席は、「香港は民主的政治制度を、順を追って漸進させるべきだ」
と述べた 16。しかし、胡主席のこの発言は、2012 年に 2の普通選挙を実施す
ることに同意を与えたものではなかった。
　続いて、2007 年 11 月 18 日には、香港の 18 地区の区議会選挙が実施され
たが、投票率は 2003 年時点より 6％下がったものの、投票者数は過去最高
の 114 万人に達した。2003 年の前回選挙では、「民建聯」は董行政長官が推
進した不人気な基本法 23 条の立法化を無条件に支援したために、有権者の
支持を得られず惨敗を喫した。曾玉成主席は責任を取って辞表を提出する事
態となった。
　しかし、2007 年の選挙では、逆に「民主派」が大敗し、「親中派」の大勝
という現象が起こった。「親中派」の筆頭「民建聯」は 115 議席を獲得し、
前回よ 53 議席も増やした。一方、民主派の最大政党である民主党は、前
15　藍薔薇「不譲特首選挙変等額選挙」争鳴、2006 年 12 月号、66 頁。
16　梅幸河「曾蔭権如何徹底解決普選問題」争鳴、2007 年 5 月号、53 頁
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回 95 議席を獲得していたが、59 議席を獲得しただけで、36 議席を失った。
2003 年当時は、民主派の一部の候補は地区工作をあまりやらなくても、容
易に議席を獲得することができた。しかし、その後、民主派は普通選挙など
の政治議題に注力し、地区工作をあまりうまくやらなかったことが敗北の一
つの原因とされた 17。資金力に勝る「民建聯」が、地道に地区工作に注力し
た結果でもあった。
　民主派の勢いが衰える中で、2007 年 7 月 11 日、曾陰権行政長官は「政治
制度発展緑書」を発表し、「行政長官、および立法会の普通選挙に関する方
案」を提出した。行政長官普通選挙については、指名委員会の構成や候補者
数、指名後の普通選挙、およびその手順と日程が提案された。また、立法会
普通選挙についても、職能代表選挙を廃止し、普通選挙を段階的に進める方
針とその手順と日程が示された 18。
　その後、12 月 12 日、諮問期間を経て、曾蔭権行政長官は「香港特別行政
区政制発展諮問状況」」、および 2012 年行政長官選挙と立法会の方法の改正
の是非に関する報告」を発表した。そして、全人代常務委員会はこの報告
を受けて、29 日、「香港特別行政区 2012 年の行政長官と立法会の選手方法、
および普通選挙問題に関する決定」を通過させた。この決定により、2012
年の行政長官、およびと立法会の選挙方法を改正することは認めたものの、
2012 年香港行政長官と立法会の 2 つの普通選挙実施については、正式に否
決した。また、立法会内の直接選挙枠と職能代表選挙枠の現行の各半分ずつ
の比例についても、2012 年には変更せず、維持することとした。
　同時に、全人代常務委は 2017 年には香港は先行して行政長官普通選挙を
実施することを明確にしたが、行政長官候補は指名委員会の指名を受けた
後、再度全有権者の 1人 1票の普通選挙で選出することとし、制限を設けた。
この中央政府の決定を受けて、曾陰権行政長官は、立法会普通選挙も早けれ
ば 2020 年に実施することができることを明らかにした。中央政府は行政長
官から憲政発展に関する報告書を受け取ってからわずか 2 週間後に、香港の
17　譚天媚「輸家変家之背後」亜州週刊、2007 年 12 月 2 日、34 頁。
18　藍薔薇「夾縫中誕生的畸形怪物」争鳴、2007 年 8 月号、68-69 頁。
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「2017 年行政長官普通選挙」、「2020 年立法会普通選挙」の実施を決定した。
　しかし、その後、この２つの普通選挙の実施方法をめぐって、親中派と
民主派の間に激しい意見の対立が起こり、これが 2017 年の行政長官普通選
挙へ向けて、真の普通選挙、すなわち民主主義諸国では当然のごとく実施
されている「無条件で公正な普通選挙」を要求する声が民主派を中心に再
び高まった。
　一方、2012 年の行政長官選挙において、中弁聯辨は梁振英を支持する姿
勢を明らかにした。梁の土地取引をめぐるスキャンダルを立法会が「特権法」
を用いて調査しようとしたが、中聯辨は行政長官室主任にそれを阻止するよ
う要求した。梁は当選二日後に中聯辨を表敬訪問しており、中聯辨の集票活
動に謝意を表明したとされる。ちなみに、香港では梁振英は「地下共産党員」
であるというのは公然の秘密とされる 19。
　その後、梁振英行政長官の任期中に、中聯辨の関与が公然化ことは、その
背景には習近平国家主席の強硬路線があると見られた。そして、習近平の強
硬路線に呼応して、中聯辨もそれに歩調を合わせるように香港への関与を強
めてきた。基本法内の中央と特区の権力に関わる全ての範囲を詳細に並べ、
中央の実質的権力と今後の具体化について、強く主張するようになった。中
聯辨は香港の選挙にも介入し、2014 年の「占中後」は、中聯辨は統一戦線
を強化し、20 以上の親中組織が誕生、新組織は各省市政治協商会議が統率
するようになったとも言われる。
３、行政長官普通選挙実施要求と「雨傘革命」
　このような中央の香港への露骨な関与に呼応するかのように、香港では
「中環占拠」への動きが始まっていた。2014 年 2 月 5 日、民主党は中環にお
いて平和的に「占中」運動を率いる大会を開催することを発表した。劉慧卿
主席は普通選挙が受け入れられなければ、民主党は全力で「占中」行動に参
19　周顕著、『2017 普選中共的大戦略　梁振英上第及党人治港』、香港財形移動出版、2014 年、
16-47 頁。
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加すると警告した。そして、3月 23 日から 24 日にかけて、民主党の劉慧卿、
何俊仁ら指導者が「華人民主書院」主催の「占中行動」に共鳴し、「非暴力
抗争訓練陣営」に参加した。要求を通すため中環を占拠するという異例の試
みだったが、従来通り民主党を中心に非暴力、平和的行進が抗議運動の中心
にあった。
　「占中行動」の背後で司令塔的役割を果たすことになった「華人民主書院」
は、2011 年に「社会民主聯線」主席陶君行が、城市大学鄭宇碩教授と民主
党前主席何俊仁に呼び掛けて設立された組織で、「占中」運動の震源地とも
呼ばれている。国外の勢力との連携も緊密で、諸外国の「民主基金会」、特
に「米国民主基金会」の支援を受けており、「天安門事件」の指導者王丹や
反中国共産党雑誌「北京の春」の編集長胡平なども会員として名を連ねた。
構成員の絶対多数が中国共産党の統治に反対する学者や政客で占められ、香
港の民主派勢力や台湾の民進党の党員からなっていた。
　2013 年 6 月、鄭宇碩は「占中行動」の運動を現場で指揮した戴耀廷と会い、
「占中」と非暴力の構想を結び付けた訓練を行うことで合意した。「華人民主
書院」は非暴力の闘いを準備して訓練を行い、79 日間に及んだ「占中」運
動を成功に導いたとされる 20。
　「民主派と親中派の普通選挙をめぐる対立が激化し、「占中運動」の準備
が着々と進められる中で、2014 年 6 月、突然、中国国務院は「香港特別行
政区における『一国二制度』の実践」という「白書」を発表した。国務院
が香港に関して「白書」を出すのは極めて異例であり、中国の香港に対す
る基本姿勢を大きく転換させる出発点となった。この白書には、行政長官
の資格要件として、「香港を治める者の主要な条件は愛国である」と述べら
れており、中央が警戒している民主派は行政長官の候補者として認められ
ないことを示した。
　ところで、中英双方が合意した「中英共同声明」付属文書の「12 条の基
本方針」の第 1 条には、「香港は行政管理権、立法権、そして独立の司法権
と終審権を享受する」と規定されている。この「白書」が引用した 12 条は、「香
20　張達明編著、『何為証拠　掲露香港乱証的幕後黒手』。三思商伝訊有限公司、119 ‐ 187 頁
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港は立法権、独立の司法権、終審権を享受する」とのみ書かれており、肝心
の「行政管理権」が抜け落ちていた。これは、「白書」で強調されている「包
括的管轄権」の主張と関連していると考えられ、香港に認められていた行政
管理権を意図的に省略したものではないかとの疑念が広がった 21。この一文
は「中英共同声明」に違反しているのではないかと物議を醸した。「特区の
すべての権力は中央から与えられたものである」という主張の下に、北京が
「包括的管轄権」を行使し、香港の行政管理に対し実質的に関与を深めてい
く姿勢を示唆したものと見られる。
　一方、民主派を中心とする「占中運動」の動きに対抗して、7 月 3 日、親
中派の工聯会理事長呉秋北は「保普選反占中大連盟」（普通選挙を守り、「占中」
に反対する連盟）を結成した。この普通選挙の実施要求は、「占中運動」の
方針とは異なり、中央の考える「制限された」普通選挙を支持するものであっ
た。7 月から 10 月にかけて、民建聯、工聯会、新民党、経民聯などの親中
派が「中環の占領に反対する」、「2017 年行政長官普通選挙の実施を要求する」
といったスローガンを掲げて、署名運動やデモ行進を継続した。香港内部で
も、民主派と親中派の対立はさらに激化した。
　そして、2014 年 8 月には、全国人民代表大会常務委員会が「8・31 決定」
を通過させ、2017 年の行政長官普通選挙実施に関する具体的な内容を決定
した。この決定は香港に大きな衝撃を与えた。選挙は「指名委員会」1200
人で実施され、4 大各界別の構成とすることを決定した。しかし、行政長官
候補者は過半数の「指名委員会」委員の支持を獲得しなければならず、さら
に候補者数は２～ 3 名に限られるとした。この措置は親中派が多数を占める
「指名委員会」では、民主派が候補者となる可能性はゼロに近いことを意味
していた。
　事実上、民主派を排除した形で行政長官普通選挙が実施されることになり、
それは名ばかりの普通選挙であった。しかし、中央政府からすれば、香港は
あくまでも中国の一地方政府に過ぎず、中国共産党の「一党支配」に異議を
唱えるような人物が香港の行政長官になることは絶対に認められない。同日、
21　「政出西環　中聯辨化暗為明」、信報財経月刊 2017 年 3 月号、26 頁
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「民建聯」は全人代の「8・31 決定」への支持を表明し、これを「香港憲政
改革の重要な第一歩である」と称賛した。
　「占中運動」と呼ばれる市民による不服従キャンペーンは、すでに 2013 年
初頭に、発起人の１人、香港大学の戴耀廷教授が提案していた。それは道路
を閉鎖し、金融地区を数日間麻痺させることを通じて、北京政府に圧力をか
け、次の行政長官選挙で香港政府に普通選挙を実施させるという計画であっ
た。基本法に規定されている政治的権利、行政長官普通選挙の実施を、制約
のない真の普通選挙で実施させるための中央への圧力であった。
　しかし、この「占中運動」は参加者の間に相反する反応を引き起こした。
民主党を中心とする民主派はこのやりかたを歓迎し、「占中」へ参加者は非
暴力の原則を遵守し、法的責任を負うことを求めた。これに対し、「本土派」
(localist)、すなわち独立派の学生や活動家たちは、「道路閉鎖の規模や期間
が限られており、北京政府に実際に脅威を与えられそうにはない」と反論し、
その計画に異議を唱えていた。後に「占中運動」は成果を上げられず、急進
派の暴力的運動に取って代わられることになったが、これは当初から運動が
内包する問題であった。
　「占中運動」は立法会に近い金鐘地区で始まり、抗議を指揮するリーダー
のほとんどがここに拠点を置き、テントを張り占拠を続けた。しかし、この
金鐘地区の他に、銅羅湾地区と旺各地区の二つの拠点でも抗議運動が続けら
れた。9 月 28 日、群衆が政府庁舎の周りの通りに溢れたため、警察機動隊
は群衆を蹴散らすために、87 回にわたって催涙弾を放った。しかし、それ
が逆に群衆の強い抵抗を引き起こし、雨傘やフェイスマスク、ゴーグルで身
を守り機動隊と激しく衝突した。その後、一部の急進的なグループが銅羅湾
と、旺角地域に押し寄せ、抗議活動を展開した。
　特に、旺角で抗議活動を展開した若者たちは金鐘地区で一体となって占拠
を続けた抗議グループとは異なり、極めて暴力的で個々に動くやり方を採り、
急進的な「本土派」や独立を主張する政治団体を支持していた。旺角の抗議
行動においては、若者たちは警察との小競り合いで、それまで香港の抗議で
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は抑えられてきた暴力的な戦術を採った。民主化運動における中間層の支配
的な役割に反対し、政治行動への「普通の市民」の参加を強調して「草の根」
の市民に訴えた。この旺角での抗議活動は、非暴力、平和的行動を目指した
「占中運動」とは異なり、2016 年春節に再度起こった「旺角」暴動、および
現在も続いている暴徒化する若者の抗議活動の原点と考えられる 22。
　ところで、「占中」運動に参加したほとんどの若者は、自らのアイデンティ
ティを中国人ではなく、香港人だと主張しているが、「占中」後の政府「中
央政策グループ」の調査によれば、2015 年には、香港の若者の 44,4% が自
らを香港人であると答えており、自らを中国人であると答えている若者は、
わずか 4,2% に過ぎなかった。また、香港は中国との距離を置くべきだと答
えた若者は、70,7％の高い数値を示した。これは、香港の若者が中国の干渉
が強まる香港の将来にいかに希望が持てなくなっているかの証左である。
　また、「『一国二制度、港人治港』の実効性に関する評価」という香港市
民全体に対する世論調査では、返還後１年足らずの 1998 年 4 月には「実
行されている」が 46,7%、「実行されていない」が 14,5% であったのに対
し、2004 年 4 月には「実行されている」が 20,4%、「実行されていない」が、
34,5% となり、評価が完全に逆転している。これは、2003 年の「国家安全条例」
に反対する 50 万人デモを受けた評価であると見られ、この時点でいかに「一
国二制度・港人治港」への香港市民の信頼が損なわれたかがわかる。そし
て、2017 年 10 月の調査では、「実行されているが 23,5%、実行されていない
24,2%」となっており、「占中運動」収束後、香港の秩序が比較的安定したこ
とと関連していると思われる。
　しかし、80、90 年代生まれの若者とその他の世代との評価を比較すると、
大きな違いが見えてくる。「一国二制度・港人治港」に対する信任の基準値
を 2,0 として、1999 年 4 月には 80、90 年代生まれの若者が 2,30 で、その他
の世代 2,38 となっており、評価はほぼ同じであり、それぞれ信任のレベル
が高いことが示されている。しかし、2004 年 4 月には、「一国二制度・港人
22　Chin Kwan Lee and Ming Sing ed., “TAKE BACK OUR FUTURE Eventful Sociology of the 
Hong Kong Umbrella Movement,” Cornell University, 
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治港」への信任は他の世代同様、不信任に一気に転落し、それぞれ 1,80、1,82
となった。そして、2014 年 10 月になると、その他の世代が 2,08 と基準値を
わずかに超えているのに対し、80 年代、90 年代の若者は、1,70 と基準値を
下回っており、信任の度合いに大きな差が開いた。「一国二制度・港人治港」
に対する若者の信任は大きく失墜して現在に至っている 23。
　若者の不満のもう一つの大きな理由は、香港の経済格差の拡大にあると考
えられる。香港政府は経済発展を維持するために、基本的にレッセ・フェー
ルの経済システムを守ってきたが、2003 年以降、所得の再配分や雇用の確保、
さらには福祉政策の充実に取り組まなければ、市民の不満を解消するのは難
しいと言われてきた。近年、所得格差の代表的指数ジニ係数が、香港では絶
えず上昇しており、政府統計所によると、2015 年の香港のジニ係数は、0,537
に達し、40 年来の最高水準となっている。国際的には、0,4 以上が「社会紛
争が多発する警戒線」とされており、香港は中国本土同様この警戒レベルを
はるかに上回っており、香港の経済格差がいかに深刻であるかがわかる。ま
た、2015 年の「香港貧困状況報告」によると、700 万人口のうち約 97 万人
が貧困人口であり、貧富の格差は大きな問題であることがわかる 24。 
　若者の香港の現状に対する不満は、政府に対する暴力的抗議活動が日増し
に活発化していることや、その選挙行動や選挙結果からも見て取ることがで
きる。「占中運動」収束後の 2015 年末に実施された香港区議会選挙の結果を
見てみると、従来通り親中派と民主派がそれぞれ議席を守る中で、香港独立
派と若者「占中派」が躍進するという新しい現象が起こった。将来に希望が
持てなくなっている若者の投票行動を反映したものと考えられる。
　この区議会選挙において、何人かのベテラン現職議員が次々と落選し、若
い新人に取って代わられたという事実は新旧の力関係の大きな変化を意味し
ている。区議会を兼任するベテラン立法会議員を例にとると、屯門区の64歳、
民主党主席何俊仁、深水歩区の 62 歳、民協主席馮検基、そして港島東区の
23　鄭宏泰、尹實珊著、『香港新青年』、香港中文大学亜太研究所、2019 年、117 － 120 頁の統計
資料を参照。
24　別譲香港「窮到只剰下銭」」、多維CN,2017 年 3 月号、71 頁
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58 歳、民建聯鐘樹根がすべて彼らより若い対抗馬に敗北した。2015 年の区
議会選挙において、若者が従来の伝統民主派に取って代わる兆候がすでに見
て取れる 25。
　深刻な社会問題に直面して、董建華行政長官と同じように、梁振英行政長
官は「『積極的非介入主義』の政策は、もはや過去のものであり、適切な対
応が必要である」と述べたにもかかわらず、従来香港経済を支えてきた香港
政府の「小さな府・大市場」の理念に変化は全く見られなかった。返還後も、
「官商共治」、すなわち財界の利益を中心とした伝統的システムを変えること
は困難である。
　79 日間に及んだ「占中運動」は結局その目的を実現することなく、収束
した。2014 年 12 月 3 日、「占中」3 名の発起人戴耀廷、陳建民、朱耀明、お
よび牧師の陳日君など「占中」に参加した指導者数十名が次々と警察に出頭
し自首した。11 日、警察は占領された金鐘地区の全面接収を行い、運動を
支援し資金を提供してきた黎智英、民主党の重鎮李柱銘、余若薇、梁家傑、
楊森、李永達、何俊仁、単仲偕、涂謹申、梁国雄、陳偉業など 209 名を拘束
した。
　こうして、中環地区の主要幹線道路の通行を回復させ、15 日には、警
察は最後の占領区銅羅湾の接収を順調に終え、「占中運動」の幕が下りた。
2019 年 4 月 24 日には、西九龍裁判所は、「占中」を扇動した罪で発起人の
戴耀廷、陳建民、朱耀明に 16 ヶ月、李永達らに 8 ヶ月の禁固刑を言い渡し
た。結局、真の行政長官普通選挙を求めた「占中運動」、いわゆる「雨傘革命」
における真の普通選挙要求は受け入れられることなく挫折した。
　しかし、その後、2015 年 6 月、立法会は 1 月 18 日に特区政府が全人代の
「8・31 決議」に基づいて発表した「行政長官普通選挙諮問文書」、すなわち
政治改革法案の採決を行ったが、立法会で否決されるという予想外の事態が
起こった。立法会主席曽玉成が採決を宣言した際、親中派の民建聯議員林健
鋒が突然署名後の投票を要求したが、議長に拒絶された。そのため、親中派
リーダー格の民建聯の葉国謙が議場を離れた。「民建聯」、「経民聯」、「工聯会」
25　
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など 31 名の親中派議員がそれに続いた。この動きは来場していない親中派
重鎮議員劉皇発の到着を待って採決に臨もうと、法定人数不足を理由に、投
票を遅らせることを狙ったものだとされる。
　しかし、意思疎通の不足により、財界親中派で自由党の田北俊を含む 5 名
の議員が議場に残っていたため、結果的に法定人数を満たす結果となり、親
中派議員 8 票賛成、民主派議員 28 票反対で、政治改革法案は予想もしない
形で否決されてしまった。結局、2017 年の行政長官選挙を 1200 人の選挙委
員会によって行う選出方法を可決し、「8・31 決議」により、制限付きとは言え、
実施が約束されていた行政長官普通選挙も延期されてしまった 26。
　香港政治改革法案の否決は、中国共産党が政権について以来初めて発生し
た「重大事件」であり、全国人民代表大会で通過した決定を、皮肉なことに
下級の議会、すなわち香港立法会が否決してしまったことになる。とんだ茶
番劇である。
４、中央政府の締め付けと勢いを増す香港独立勢力
　その後、2016 年春節の旺角での暴動が香港の政治の流れを大きく変える
ことになった。2016 年 2 月 9 日、路上行商人の違法行為取締りに端を発し、
これに反発する一部の若者が暴徒と化し、警官隊と衝突した結果、90 名の
警官を負傷させたと言われる事件である。数時間後に梁振英行政長官が談話
を発表し、当初事件を「騒乱」としながらも、後に「暴乱」という表現に変
えた。続いて、林鄭月娥政務司長（当時）もこの事件を政府発表で「暴乱」
と呼んだ。
　そして、2 月 11 日、中国外交部スポークスマン洪石が記者会見で、「2 月
9 日早朝、香港旺角地区で本土過激派分離組織の策動による暴乱事件が発生
した」と述べ、香港政府が事件を暴乱と認定したことに同意しただけでなく、
「本土過激派分離組織を主体とした策動である」と指摘した 27。この暴動で、
26　 江迅、「『後政改時代』、新路線出爐？」『血色旺角前世今世』、明報出版社、2016 年、209 － 211 頁。
27　「港大学生刊物大談港独、準備 2047 ？」、『血色旺角、前世今世』、明報出版社、2016 年、82‐84 頁。
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「以武抗暴」（武力を以暴力に対抗すること）を主張して参加し、逮捕された
3 名の若者が、3 月に、懲役 3 年の実刑判決を受けた。この判決は独立派に
対して、「法を破るものは重罰に処す」という厳しい警告となった 28。
　2014 年の「雨傘革命」の結果、香港市民は特区政府を擁護する勢力と、
独立派を含む民主派勢力に完全に分断されたが、この旺角暴動を契機に、香
港市民は一時的とは言え過激な主張をする勢力から徐々に離れていった。一
部の若者が 2014 年の占中運動の街頭デモで「違法達義」（法を犯しても正義
を達成する）という理念を掲げて行動に移したことが、2016 年初頭の車両
を燃やし、警官隊を襲撃するという旺角暴動に繋がったと言える。民主を勝
ち取るという掛け声とともに、「港独」（香港独立）が学生や一般の若者のも
う 1 つのスローガンとなり、旺角暴動以降、その主張はさらに強まっていっ
た。
　79 日間にわたる中環占拠を機に、高校、大学生を中心に若者の間に、香
港の将来に対する不満が爆発し、香港の「自決」や「独立」の主張が急増し
た。発起人の「占中三氏」と金鐘司令部が「勇武派」（武闘派）勢力の台頭
により次第に弱体化していった。「占中」の過程で、本来平和的に秩序を保っ
て運動を展開しようとした「占中三氏」や伝統的学生組織「学聯」や「学民
思潮」はリーダーシップを発揮できなくなり、その目標を完全に見失ってし
まった 29。　
　若者がリードする政治団体である「香港衆志」の周庭は、「雨傘運動」を
振り返って、「香港の政治制度にすべての人々が関心を持つという雰囲気を
持続することは、我々活動家、あるいは政党にとって、非常に難しいことだっ
た。もちろん、『雨傘運動』は香港の歴史において非常に重要であったが、
結果として巨大な無力感が作り出された」と敗北を認めた。また、同僚で占
拠運動の象徴的存在でもあった黄志鋒も、「30 年前には、香港が中国に返還
される意味について発言しなかった香港の人々が、『一国二制度』の青写真
28　Hong Kong Policeman testifies he felt ‘life was in danger’ during Mong Kok riot, South 
China Morning Post, 8 June 2017
29　阮紀宏「『傘兵』敗相比露？」、前掲『血色旺角前世今世』、198 － 199 頁
（236）
矛盾を露呈し始めた香港の「一国二制度」構想
216
が消える 2047 年の準備段階で、彼らの感情を声にすることができるよう望
んでいる」と述べている 30。
　伝統民主派は 2015 年の区議会選挙において敗北し、かつての勢いを失っ
ていたが、さらに「旺角暴動」を契機として、民主派勢力に代わって、香港
の独立を主張する急進的が勢いを増していった。
　同時に、香港の自決や独立を主張する組織が次々と誕生した。2016 年 4
月 24 日、「香港衆志」(Demosisto) が結党宣言を行い、「自発、自立、自主、
自決」を全民投票動員の基礎として、10 年内に全民投票を推進し、香港独
立を全民投票の中の 1 つの選択項目とした。そして、2016 年 5 月には、全
民投票の具体的方針を発表した。同日、「香港青年新政」と雨傘革命後に誕
生した独立を標榜する組織が「選挙連盟」を組織し、2021 年に自決全民投
票を呼びかけ、その結果が翌年選出される行政長官に巨大な圧力をかけるこ
とになるとして、活動を開始した。香港独立はその中の 1 つの選択事項とな
り、「選挙連盟」は「香港民族、前途自決」を選挙綱領とし、全民民族主義
により「香港民族」を構築することを謳った 31。
　また、3月中旬、香港大学学生会刊行誌『学苑』が『我々の 2047』を発表し、「香
港独立」を追求することを提起し、2047 年以前に香港を国連が承認する「独
立主権国家」とすることを主張した32。さらに3月28日には、香港民族党(Hong 
Kong National Party) が成立し、香港民族主義の意識を基礎として、香港独
立運動を推進し、最終的に「香港共和国」を建国することを発表した 33。
　伝統的「大一統」（中国の統一・一元的支配）の概念を継承してきた中国
共産党、中央政府からすると、独立の主張は一線を越えたものであり、決し
て容認できるものではなかった。香港独立の主張が高まる中で、中国の香港
への介入は香港政府を通じてますます強まっていった。
　ところで、行政長官の普通選挙が棚上げされる一方で、2016 年 9 月 4 日
30　‘Last governor of Hong Kong Chris Patten calls on Britain to speak up when ‘one country 
two systems is undermined,’ South China Morning Post, 15 September 2018.
31　楊志剛、「社会一股非無視的青年正能量」、『血色旺角前世今世』、明報出版社、2016 年、74 頁。
32　黄㐬民編著、『公投制憲　香港維新』、普維政治学苑有限公司、292―300 頁。」
33　黄㐬民、前掲書、306―319 頁
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に実施された立法会選挙（定数 70 議席）では、民主派は全体で 24 議席を獲
得し、親中派は 40 議席を獲得した。2012 年の選挙で、直接選挙枠で 18 議
席を確保していた民主派は、5 議席減らし、13 議席となり、親中派は 17 議
席から 1 議席減らして 16 議席となった。返還後の立法会直接選挙枠でずっ
と優位を保ってきた民主派は、親中派の逆転を許したことになり、民主派へ
の若者の失望が見て取れる。
　この直接選挙枠で、民主派が失った議席に取って代わったのが、「占中運動」
が挫折した後に台頭し、独立や自決を掲げる「本土派」と呼ばれる急進的勢
力6名の候補者であった。これは「1人・1票」の直線選挙枠の選挙区において、
独立を主張する若者に香港市民が若い候補者を支持した証拠であり、香港の
独立を主張する勢力の立法会での当選という思いもよらぬ結果に、中央政府
はさらに警戒を強めることになる 34。
　親中派 40 議席に対し、民主派と急進勢力の合計は 30 議席となり、これは
政府が提出する重要法案、例えば「国家安全条例」などの方案を否決できる
議席数 3 分の 2 以上を確保したことになり、立法会で親中派が 3 分の 2 以上
を占めるのを期待している中央にとっては二重の痛手となった。
　その後、立法会の当選議員である独立派「青年新政」の 2 人の議員游蕙
禎と梁頌恆が就任式の宣誓に臨んで、香港独立のスローガンを述べたり、
China をわざと「支那」の発音で読んだりするなど中国を侮辱するような過
激な発言を行ったことは、香港の内外に大きな波紋を引き起こした 35。
　1 ヶ月後の 11 月 7 日、全国人民代表大会常務委員会は行動を起こし、新
たに選出された立法会議員が就任の宣誓式で「不適切な」発言を行ったとし
て、基本法の「解釈権」を行使した。すべての公務員は宣誓を誠実かつ誠実
かつ厳かに行うことを求め、さもなければその資格を剥奪されるとした。中
央が立法会の宣誓にあえて基本法の「解釈権」を行使したことは、いかに独
立派勢力の台頭に危機感を抱いたかがわかる。
34　‘Rise of localist in Hong Kong polls set to bring headaches for Beijing, Analysts say,’ South 
China Morning Post, 5 September 2016.
35　『回帰 20 年香港浴火重生』、明峰出版社、28 － 31 頁。
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　中央の動きを受けて、香港の裁判所は 2人に議員資格停止の判決を下した。
勢いを得た香港政府は、他の 4 人の民主派の議員についても、その宣誓は立
法会議長によって認められていたにもかかわらず、宣誓を誠実に行わなかっ
た同様のケースとして問題にし、議員資格を剥奪した 36。中央政府と特区政
府が一体となって独立勢力を封じ込める中で、一年前にはその勢いが最高潮
に達した香港独立勢力は、退潮を余儀なくされた。
　そして、2017 年 3 月 26 日には、かつて予定されていた普通選挙ではなく、
1200 人からなる「指名委員会」の投票により、第 4 代行政長官選挙が実施
された。梁振英政権の下で No. ２の政務官であった林鄭月娥氏が 777 票を獲
得して当選し、予想された通り行政長官に就任した。林鄭氏は政務官として、
民主化運動、「雨傘革命」を収束させた手腕を買われ、中央政府から支持を
受けていた。前梁振英行政長官は、中国の指示に忠実に従ってきたことから、
香港市民の信頼を完全に失っており、2 期目の立候補を中国政府から断念さ
せられたと言われている。
　中央政府の香港への政治介入はさらに強まっていく。陳佐耳前香港マカオ
弁公室副主任は、国家の安全を保護するための行動をとることに失敗した司
法を含む香港政府当局を厳しく批判してきたが、基本法の「解釈権」は、香
港で使うために中央政府によって与えられた鋭い武器で」あると述べて、「解
釈権」の行使を正当化した。中国による圧力の結果、香港政府の独立派に対
する締め付けもさらに強化された。
　また、2017 年 3 月の中国の全国人民代表大会と政治協商会議では、「香港
独立」が議題として注目を集め、李克強首相は政府工作報告で、「香港とマ
カオのおける『一国二制度』の実践を動揺させず、崩させず、変えさせない
よう確保しなければならない」と延べ、「香港独立には出口はない」と警告
した。張徳江全人代委員長も、昨年の立法会での宣誓騒ぎと全人代常務委の
基本法「解釈権」行使に触れ、「香港独立の本質は国家の分裂であり、『一国
二制度』の方針に対する厳重な違反である。実際、すでに『香港独立』と『台
36　‘One country, two systems’ and a vicious circle in Hong Kong, 10 December 2016
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湾独立』、『チベット独立』と『ウィグル独立』は、本質的に同じ問題となっ
ている 37」と延べ、香港独立の主張は中央が容認することのできない一線を
越える問題であるとの認識を示した。
　2003 年の 50 万人大規模抗議デモの結果、「国家安全条例」の導入は棚上
げされ、返還から 20 年経っても基本法が求めている 23 条の立法化は実現し
ていない。香港独立の主張が強まれば、国家分裂の危機となり国家安全への
重大な挑戦となる。北京からすれば、座視できない問題であり、中央は新政
権に速やかな対応を求めた。中国の意向を受けて、林鄭新行政長官は基本法
23 条によって求められている新たな「国家安全条例」が最終的に俎上に上
ることを示唆した。
　一方 2017 年、4 月 22 日、中聯辨の王振民法律部長は、北京大学が主催し
た「香港回帰 20 周年検討会」に出席した後、マスコミのインタビューで、
今後 5 年のうちに行政長官普通選挙を実施すべきか否かを問われて、明確に
「実施できない」と断言した。「時間的に適当ではないと思う。すでにあんな
に長年にわたって政治改革の議論を行ってきたのに、最終的に改革は実現で
きなかった。今後5年間をすべて政治改革に注力することができるだろうか。
住宅問題を解決せず、経済問題を解決せず、全力で政治改革を行うのか 38。」
　さらに 5 月 27 日、香港問題を統括する張徳江全人代委員長が、「香港回
帰 20 周年記念」に関する人民大会堂での演説の中で、「香港特別行政区は基
本法の下での国家安全条例の立法化という憲政上の義務をしっかり果たさな
ければならない 39」と述べたことは、林鄭政権に対する大きな圧力となった。
この発言には、香港がイニシアティブをとらなければ、北京が条例の導入の
ために一方的な行動をとるという警告も含まれているようにも見える。しか
し、23 条の立法化は極めて敏感な問題であり、香港住民の反発を考えると、
再び香港を大混乱に陥れる危険があった。新政権は北京と香港の間で板挟み
状態となることが予想された。
37　「中央画港独紅占　応対須拿捏分寸」、明報社説、2017 年 3 月 9 日。
38　「王振民：未来 5年不宜啓政改、『明報』、2017 年 4 月 23 日
39　Chinese state leader Zhang Dejiang announces Beijing’s plans to tighten a grip on Hong 
Kong, South China Morning Post, 7 May, 2017
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　また、同じ演説で、張委員長は香港の「高度の自治」に関して、中央政府
と争わないよう警告した。北京は「行政改革のペース、行政長官に対するそ
の権限、そして主要な高官の任免において、主権の強化についてさらに詳細
な検討を行うつもりだ」と述べた。これは 2014 年の国務院白書が、初めて
言及した中央政府の「包括的管轄権」の主張を改めて裏付けたものと言える。
そして、行政長官を「核心」とする行政主導のシステムを強く強調するとと
もに、「自決権や香港独立の主張は中国の主権を遠ざけようとする試みであ
る」と警告を発した 40。
　逆に香港側からすれば、「占拠運動」や独立の要求は、民主改革のペース
が遅いこと、すなわち基本法で約束された行政長官、および立法会の普通選
挙の度重なる延期と、「高度の自治」が、基本法の「解釈権」行使によって徐々
に形骸化しているという香港市民の不満から生まれた対抗措置でもある。中
国が約束した「港人治港」、「高度の自治」は、基本法の「解釈権」という強
力な武器によって、確実に侵食されている。「一国」にさらに重点を移す中
國の姿勢は、かつて約束した「二制度」の核心部分を破壊しようとしている
と香港の多くの市民の間で受け止められている。
　中央政府は「香港の自決権、香港独立」「一党独裁の終結」というスロー
ガンや、大陸の政治改革（民主化）の呼びかけすらも、「基本法」が求める
中国の香港に対する主権に違反しているとして、厳しく糾弾するようになっ
た。中央の強硬姿勢が強まる中で、2017 年 11 月、香港の若者を意識した具
体的行動として、全人代は香港の基本法に「国歌条例」、「義勇軍行進国」を
挿入し、特区政府にそれを採用するよう求めた。すでに、数多くの小・中学
校の現場で、カリキュラムの一部として、国歌斉唱、「義勇軍行進曲」歴史
を理解させる教育が行われているが、国歌を侮辱した者は、5 万香港ドル以
下の罰金、または 3 年の懲役に処すとされた。これはすでに導入されている
国旗・紋章に条例に倣う動きでもある。
　2018 年 3 月、「香港衆志」の周庭は、独立とほぼ同じことを意味する香港
の自決（民主自決）を呼びかけたため、香港島区での補選の立候補資格を剥
40　Ibid..
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奪された。これ以前にも、仲間の黄之鋒と羅冠聰が「占中」抗議運動で道路
を占拠し公共秩序を破壊した罪で懲役刑に処せられた。周庭のような 1990
年生まれの世代は、ほとんどが自らのアイデンティティを「中国人」ではなく、
「香港人」として考えており、親中派の譚耀忠全人代常務委員会副委員長の「中
国の一党独裁に反対する者は議員としての資格がない」という発言は、周の
ような若い世代に「愛国主義」が根付くどころか、ますます彼らを中国から
遠ざける結果になっている。
　さらに、親中派の「民建聯」主席李慧京は、「自決の基本的要求は香港の
政治的将来を香港人が決定するということであり、その背後の含意は『中央
の排斥』であり、『一国』の否定につながり、これはすでに明らかに中央のデッ
ド・ラインを超えている」と警告した。また、政務司長張建宗も「『民主自
決』の鼓吹、推動、あるいはいかなる形式であろうと独立を提唱する人物は
基本法を擁護することは不可能である。したがって、立法会議員の職務を遂
行することはできない」と述べた。このように、中央、香港政府、親中派が
一体となって「自決」を叫ぶ若者に圧力をかけ続けている。しかし、毎年開
催されている「天安門追悼集会」では、「一党独裁の終結」、「虐殺に対する
責任」が叫ばれているが、基本法により、「言論の自由」が保障されている
ため、これまでのところ誰も処罰されてはいない。
　2016 年の立法選挙で、伝統民主派は敗北し、それにとって代わって勢い
を増したのが急進派の若者であったことはすでに述べたが、その後も民主派
の凋落は続き、2018 年 3 月の立法会補欠選挙では、6 人の追放議員の空席を
埋めるためまず 4議席が争われたが、民主派は職能別代表選挙で、1議席失っ
ただけでなく、初めて民主派の牙城であった直接選挙議席（九龍西）さえも
失った。市民の支持が民主派から離れ、中央を敵視する急進的な若者に移っ
ている流れが見て取れる。
　中央の「雨傘運動」の発起人戴耀廷や、「香港独立党」の代表陳浩天に対
する攻撃はさらに強まった。台湾で開催された台湾独立派主催の『経済発展
と政治改革、連邦制と邦連制』をテーマとするフォーラムで、戴は「将来、
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独裁の終わりに続いて、様々な少数民族が自決権を行使し、相互の連携をい
かに進めるか決めることになる。我々は独立に向かい、EU の制度と同じよ
うに、連邦制、あるいは邦連制の一つの地域になることができる」と発言した。
　中国の『人民日報』は、すかさずこの発言を捉え、「未だ扇動の罪に対す
る『国家安全条例』の立法化が行われていないとはいえ、中央は香港政府に
香港の既存の「犯罪条例」で法的措置を執るように求めている」と激しく非
難し、次いで、新華社通信は「戴は知っていてわざと憲法および『一国二制
度』の秩序に挑戦している」と述べ、「中央政府は繰り返し、かつ明確に香
港独立に対し、絶対認めない姿勢を表明してきた。大学のスタッフの一員と
して、戴がそんなことを知らないことはあり得ないが、香港は独立国家にな
ることを考えることができると吹聴している」と批判した 41。
　新華社通信の声明後、数時間後には、梁君彦議長を除く 41 名の親中派立
法会議員が、「戴の見解は中国憲法、および香港基本法に違反していると非
難した。譚耀忠（全人代常務委員会副委員長）は、香港大学に対し、戴が教
職に適しているかどうか判断するよう圧力をかけ、戴の解雇を求めた。「彼
は台湾独立に香港独立をリンクさせようとしているのだろうか、もし彼が香
港の独立を教えているとすれば、より多くの若者をミスリードし、行き詰ま
りの道に追い込むことになる。彼が香港大学に留まっているのは適切だろう
か。私は香港大学がこの問題を検討するよう期待する 42。」
　また、戴はフォーラムで、香港は「民主化した中国」で、いつか香港の独
立を求めることが可能になることを示唆した。『人民日報』の批判に対して、
戴は次のように反論し、香港の「法の支配」の重要性を強調した。「これは
私に対する計算された陰謀だ。直接その意向を明示していないにもかかわら
ず、香港の独立に関するいかなる議論も、社会や大学では許されなくなるだ
ろう。私が述べたことについては、罪状の定義としては暴力を含まなければ
ならないので、2003 年の国家安全条例の起草案にすら違反していない。し
41　2018 年 4 月 1 日付け『人民日報』海外版、
42　Can Benny Tai be prosecuted for independence remarks under Hong Law? ‘No, experts 
say,’ South China Morning Post, 2 April 2018.
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かし、基本法 23 条が復活したならば、その権限が比較的小さかった 2003 年
版と同じものではなくなるだろう。独立を提唱する公的発言を行ったとして
も、それが平和的になされるなら、法を犯したことにはならない。扇動の罪
で誰かを起訴するなら、暴力を起こさせたり、憎悪を誘発したり悪意をかき
立てた証拠が必要となる。『犯罪条例』は香港の人権法や基本法の下で保証
されている言論の自由に服さなければならない 43。」
　国家主権を強く主張する中央と戴耀廷の論争は、以下の点に帰結する。香
港の多くの人々が、コモンローは香港の「法の支配」の土台であると思って
おり、コモンローのシステムの下で訓練を受けている香港の法律家も、全人
代による基本法の解釈権の規定を受け入れるのは難しいと考える。しかし、
北京から見れば、全人代常務委の解釈権が香港によって拒否されることは、
香港に対する中国の主権が否定されるのに等しいことになる 44。香港の司法
の独立に関して妥協することは、香港の「法の支配」を蝕んでしまうことに
なり、中国と香港の間には埋められない深い溝がある。
　香港では「基本法」により、言論の自由が保障されているにもかかわらず、
中央政府は言論弾圧に近い形で、反中国的に人物、特に独立を主張する人物
に対しては、様々な形で圧力をかけ続けてきた。そして、中国の意向に沿っ
て、2018 年 9 月 24 日、香港では既存の「社団条例」によって、「香港民族党」
の禁止令が出された。香港民族党に適用された禁止令では、警察は暴力行為
やその証拠がなくても、予防措置をとることができるとされた。李保安局長
は「香港民族党」に宛てた手紙で、禁止令の理由を「香港民族党は香港の独
立を明確な目標として設立されており、『香港は中国の不可分の一部である』
とその第 1条で規定している基本法に対する『露骨な違反』である」とした。
また、「香港民族党はまたその目的を実行するために、陳の立法会選挙への
出馬、報道を通じたプロパガンダ、学校への浸透、街頭展示、外国の独立支
援団体と共謀した資金集めといった実際行動を起こしている。暴力を使用す
43　Ibid.
44　‘Why Beijing saw fit to interpret Hong Kong’s Basic Law,’ 9 November 206
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る用意があるというのは、その独立の呼びかけが単なる政治的レトリックだ
と見なすことはできない」と述べた 45。
　香港民族党の代表である陳浩天は、中央政府の香港への政治的介入につい
て次のように回顧している。「『占中』の中で、中国国旗が破られるのを見た。
最初は、私は彼らがなぜ民主化のために闘っているのかその理由がわからな
かった。しかし、その後すぐに、香港の民主化を否定しているのは香港政府
ではなく、中国政府だとわかった。多くの人々が独立のための闘いは実行可
能な選択肢ではないという。しかし、実際には香港で民主化のために闘うこ
とさえ、同様に不可能だ。中央政府がすべての人々をコントロールしようと
するからだ。」
　2017 年 10 月 5 日には、香港政府移民局はフィナンシャル・タイムズの記
者で、外国人記者クラブの副会長でもあるビクター・マレットの労働ビザの
更新を拒否するという決定を行った。8 月に、香港政府および北京からの強
い反対にもかかわらず、外国人記者クラブでの陳浩天の記者会見の司会を務
めたのがその理由である。英国外務省が緊急の説明を求めた後も、香港政府
は個別の案件についての特定の拒否理由は明らかにしないという立場をとり
続けた。
　中国外務省北京事務所は、「一国二制度」の統治原則および基本法により、
香港政府は労働ビザの延長申請に関する決定権を有している。いかなる国も
干渉する権利はない」と述べて、香港政府の決定を擁護した。マレット記者
は、「香港独立という考えに賛成するものではないが、言論の自由という原
則を強く支持する。8 月に遡って、いかなる違反も犯していないので、なぜ
労働ビザが拒否されたのか知る法的権利がある」と反論したが、香港政府に
完全に無視された。
　独立勢力に対する中央政府、および香港政府の対応が一段と厳しくなる中
で、起こったのが、「逃亡犯条例」改正問題である。そもそも問題の発端は、
2019 年 2 月に、香港との間に犯人引き渡しの合意がない中国やその他の国
45　‘Ban on Hong Kong Nationalist Party over ‘armed revolution’ call met with both cheers 
and fears,’ 24 September 2018
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の管轄下に被疑者を特別に引き渡すことを認めるために、この条例の改正を
提案したことに始まる。表向きは、台湾でガールフレンドを殺害して、香港
に逃げ戻った香港人の容疑者を裁判にかけることができるようにするための
ものだった。しかし、実際には「国家安全条例」がいまだ成立していない中で、
中国からの分離を主張する急進勢力を取り締まるためのものであった可能性
は否定できない。政府提案に続いて、親中派の民建連は被害者家族を伴って
記者会見を行い、政府の「逃亡犯条例」改正への支持を表明した。
　一方、「民主人権人線」は 3月 31 日、4月 28 日と前後して、「送中悪法」（中
国への引き渡しの悪法）反対デモを実施し、デモに参加する市民は次第に増
加していった。６月６日、異例なことに、法曹界までもが黒衣を着て条例改
正に反対するデモを行った。終審法院から政府総部に至るまで、香港法曹界
の歴史上５度目のデモで、約３００人が参加した。続いて、６月９日には、
１０３万人の群衆がデモを組織し、「送中悪法」にノーを突きつけ、反撃を
開始した。デモに参加した市民は年齢、職業、グループを問わず、人の波は
夜遅くまで、羅湾から金鐘まで続いた民意を無視する政府に対する怒りを共
有した。
　2015 年に、中国に批判的な禁書を扱っていた香港の銅羅湾書店の店主ら 5
名が突然失踪し、後に中国当局によって連れ去られ拉致されていたことが判
明したことがある。中国当局によって中国に批判的な人物を香港から連れ去
るという強引な事件が起こる中で、この「逃亡犯条例」改正案が可決すれば、
中国に批判的な人物は容易に中国に引き渡されることになるという不安が香
港に一気に広がったことが、香港市民をデモに駆り立てた。
　最初は、香港の死を悼む葬儀を象徴する白い服を着て平和的な行進デモは
であったが、それ以降のデモは毎週若者が暴徒化し、警官隊と激しく衝突し
た。7 月 1 日の立法会の急襲と破壊、21 日、元朗で白い T シャツを着たそ
のうちの何人かは暴力団の疑いがある一団が現れ、通行人を含む無差別襲撃
事件が起こった。これは親中派の議員の関与が疑われた。
　また、中聯弁の建物の紋章が黒いペンキで汚され、週末の暴動や道路封鎖
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は香港の交通網を遮断し、香港社会に深刻な影響を及ぼしてきた。香港の通
りや建物のいたるところで、「光復香港、時代革命」（香港の解放、我々の時
代の革命）と書かれた若者の怒りを示すスプレーでの落書きが見られる 46 林
長官はその夜デモに対する姿勢を発表し、条例の改正を正確に進めていく方
針を示したため、市民の反発はさらに強まった。後に、方針を撤回したもの
の、市民の怒りは収まらず、警察との衝突でデモ隊側に多数の負傷者が出た
ことあって、暴動が収束する気配はない。
　ところで、警察と若者の間で激しい衝突が続く中で、2019 年 11 月 24 日、
区議会選挙が実施されたが、投票者数が前回と比べて 294 万人と倍増した。
そして、選挙結果は、得票率では民主派が 57％、親中派が 41％だったが、
小選挙区制のため、区議会 18 区のうち 17 区で多数を占め、民主派の圧勝と
なった。制約のある行政長官選挙や立法会選挙と比べて、政治におけるその
重要度は低いものの、区議会は小選挙区制の普通選挙を実施しており、民意
が反映されやすい。
　12 月 8 日、区議会選挙の圧勝を受け「市民はさらに団結し、国際社会の
支援を勝ち取ったが、政府はいまだにより大きな民主主義と説明責任を求め
る我々の要求に応じていない」として、数十万人の市民がデモ行進を行って、
香港の商業中心地域に流れ込んだ。「警察の残虐行為に対する処罰、我々の
人権の擁護」と書かれた巨大な旗とともに、「5 大要求は１つも欠けてはな
らない！」、「香港人よ、復讐せよ！」と叫びながら、反政府デモを行った 47。　
特に、普通選挙要求は別にしても、警察の暴力行為を追求する「独立調査委
員会」の設置要求は、若者の暴徒化をエスカレートさせた大きな要因だけに、
市民の怒りを静めるためには政府は対応に苦慮することになるだろう。半年
で、暴徒化した学生や若者の 6000 人以上が逮捕されたが、反政府運動はい
まだに続いており、その勢いは衰えてはいない。
46　‘Two months on and nearly 2,000 rounds of tear gas later, what do Hong Kong’s extradition 
bill protesters really want?’ South China Morning Post, 9 August 2019.
47　After half a year of anti-government unrest, ‘800,000marcherrs’ take to Hong Kong streets,’ 
South China Morning Post, 9 December 2019.
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結びに代えて
　香港の安定を取り戻すために、最近、中央、および香港政府は香港の統治
原則を延長する可能性があるというシグナルを送った。香港は 50 年間不変
の保証を超えて、その生活様式を継続することができる可能性を示唆したも
のである。林鄭行政長官は、最近立法会で、「香港市民の利益に合致するよ
うに完全な履行と十分な理解をともなう形で『一国二制度』の原則を主張す
る限り、それは長期間円滑に実施され、2047 年以降も変更されない可能性
がある」と述べたが、同じ頃、新任の駱恵寧中聯弁主任も同様に「市民は『一
国二制度』に希望を託すべきだ」と述べている。その含意は明らかではない
が、柔軟姿勢に転じていることは明らかである。
　8 ヶ月間続く暴力的抗議に対して、北京は 2047 年以前の段階で、もしく
はその後は間違いなく、できるだけ早く香港を中国に吸収するという中国の
動機を刺激したと考えられている。報復的なムードの中で、2047 年後には、
北京は他の中国の都市より香港が自らを管理する余地を確実に少なくするだ
ろうと見られていた 48。
　しかし、ダボスの世界経済フォーラムの際のブルームバーグと CNBC の
インタビューでも、林鄭長官は北京が香港に対する手綱を引き締めているこ
とを否定しただけでなく、「習近平国家主席は『一国二制度』の枠組みの中
ですべてが動くようにしたいと思っている」と答えている。これは国家のプ
ロパガンダではなく、和解のために差し出したオリーブの枝なのだろうか。
この中央の柔軟姿勢は、止まらない香港の暴動を鎮めるためだけのたんなる
リップ・サービスに過ぎないのか、2047 年以降に希望が持てずに自暴自棄
になっている若者に対して、本当に 2047 年以降も「一国二制度」を延長す
る可能性があるということなのか、まだ見極めることは難しい。
48　‘Will ‘one country, two systems’ survive after 2047? South China Morning Oost, 23 Jan 2020.
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